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1は じ め に

連結会計 は連結範囲の決定,親 会社投資勘定 と子会社資本勘定の相殺消去,

連結会社間取引の相殺消去,連 結会社間債権 ・債務の相殺消去,未 実現損益

の消去,少 数株主持分の表示など,固 有の会計手続 を必要 とする。 また,こ

れ らの連結手続 に関する問題 について,さ まざまな議論が展開されて きた。

連結会計 におる企業のグループは,形 式的 ・技術的にみれば,連 結会計上

の会計単位 にすぎない。 しか しなが ら,企 業グループを実質的 ・理論的にみ

ればy企 業グループは連結会計上の会計主体,つ まり連結会計上の判断の立

脚点ないし立場 の問題 となる。会計主体 としての企業グループの見方をめぐ

る議論 は連結主体論 とよばれる。連結会計上 どの ような判断の立脚点ないし
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立場か ら連結財務諸表 をとらえるかによって,連 結財務諸表の目的 ・位置づ
1)

け ・内容 ・作 成基準等 に関 して異 なった理論が展 開 され る ことになる。

連 結主体論 については諸説 が存在 す るが,1960年 代 まで は資 本 主 説(pro-

prietarytheory)と そ れ を批 判 す る理 論 と して,ム ー ニ ッツが 実 体 説(entity

the。ry)を 主 張 し摺.197・ 年代1こ な る と,親 会 社 説 が翻 した.さ らに,カ

ナ ダ で は,バ ク ス タ ー=ス ピ ニ ー に よ っ て,連 結 主 体 論 は資 本 主 概 念(propri-

etaryconcept),親 会 社 概 念(parentcompanyconcept),親 会 社 拡 張 概 念

(parentcompanyextensionconcept)お よ び 実 体 概 念(entityconcept)と

分類され建.親 会社拡鰍 念は,資 本主概念の簸 形態 として噺 会社概念

の系列 に属す るものであるが,さ らに実体概念の特徴 をも考慮 した,い わば

折衷的な性格 を有 しているものである。

アメリカでは,1929年 の大恐慌を契機 として,投 資家保護 を目的 として制

定 された1933年 の証券法および1934年 の証券取引法 により,証 券取引委員会

(SEC)が 設立 された。SECは 証券諸法によって連結財務諸表の形式および内

容 を規定する権限が与 えられた。1940年2月 にSECは レギュレーションS-

Xを 公表 し,財 務諸表の形式および内容 に関する規定を定めた。 こうした こ

とによって,ア メ リカにおける連結財務諸表制度が実質的に確立されたので

ある。1954年 にアメリカ会計学会(AAA)が サプレメンタリー・ステイ トメ

ン ト第7号 「連結 財務諸表」を発 表 し,さ らにアメ リカ公認会計 士協会

(AICPA)が1959年8月 に連結会計基準 として会計研究公報(ARB)第51号

「連結財務諸表」 を,1971年3月 に持分法会計基準 として会計原則 審議会

(APB)意 見書第18号 「普通株式への投資に対す る持分法による会計処理」を

公表 した。その後経済社会の急激な変化によって,企 業経営の多角化および

国際化が活発 に行われるようにな り,そ の結果 として企業経営はます ます複

雑化 して,ARB第51号,APB意 見書第18号 な どの連結 ・持分法会計 に関す

る基準が企業の現状 に適合 しな くなってしまった。そこで,AICPAは1978年

から1981年 にわたって連結会計 に関わる問題点 をまとめた六つの問題提案書
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(issuespaper)を 公表 した 。 これ らの 問題 提 案 書 を公表順 に列挙 す る と次 の

ごと くであ る。

(問題提案書)

連結 財務 諸表 における金融子会社の報告

ジョイン ト・ベンチャーの会計

ジョイン ト・ベ ンチャーに対する投資額を超過 して受 け取

った分配 に関する投資企業の会計

「プツシュ ・ダウン」会計

子会社株式の発行に関する連結会計

連結財務諸表における少数株主持分の会計に影響 を及ぼす

若干の問題

(日 付)

1978年12月27日

1979年7月20日

1979年10月8日

1979年10月30日

1980年6月3日

198工年3月17日

さ らに,財 務 会 計 基 準 審 議 会(FASB)は 連 結 会 計 基 準 の 見直 し作 業 を継 承

し,1982年1月 に連 結 お よび持 分 法 を含 む報 告 実体 に関 す るプ ロジェク トを

その議題 に追加 した。

次 にそのプ ロジェク トの内容 を列挙 す る。

i.異 業 種 子 会 社 の連 結 除外 を再 検 討 す る こと。

2.連 結 財 務 表 作 成 の 方 針 お よび手 続 につ いて生 じる問題 で,権 威 あ る文

献 で 明 らか に され て い るか,現 行 の会 計 実 務 に お い て適 用 され ているr

い くつ か の特 定 の 財務 会 計 お よび報告 の問題 を検討 す る こと。

3.ジ ョイ ン ト ・ベ ンチ ャ ー に対 す る投資の会計 を含 む,連 結 す る こ との

で きな い企 業 に対 す る投 資の会計処 理 お よびAPB意 見 書 第18号 の再 検

討 。

4.所 有権 の 実 質 的 な変 更 また は そ の他 の さ まざまな状 況の変化が生 じた場

合,新 しい会計 基 準(newbasisofaccounting)は}あ る実体 の個 別 財

務 諸 表 に お いて適 切 で あるか,も し適 切 で あ れ ば そ の 時期 を決 定す る こ

と。

5.財 務 諸 表 にお け る個 別 情 報(disaggregatedinformation)の 開 示。

6.上 記 の類 似 す る諸 問題 に関 す る非 営利企 業会計。

連結財務諸表における連結主体論51



当 該 プ ロ ジ ェ ク トの 一 環 と して,FASBは1987年10月 に 財 務 会 計 基 準 書 第

94号 「す べ て の 過 半 数 所 有 子 会 社 の 連 結 」 を 公 表 し,異 業 種 子 会 社 の 連 結 除

外 規 定 を 削 除 した 。 さ ら にFASBは,1991年9月10日 に 「連 結 方 針 お よ び 手

続 に 関 す る諸 問 題 の 分 析 」(AnAnalysisofIssuesRelatedtoConsolidation

PolicyandProcedures)と 題 す る討 議 資 料(DiscussionMemorandum,DM)

を公表し虐.討 議資料では漣 結会計の基礎概念である連結主体論を,繍

的単 一体概念(economicunitconcept),親 会 社 概 念(parentcompany

concept)お よび比 例 連 結概 念(proportionateconsolidationconcept)の 三

つ に分 類 し,そ れ ぞ れ の考 え方 に立 っ て連 結 会計上 の処理 お よび表示 をめ ぐ

る諸問題 が検討 されてい る。

本稿 では,FASBの この討 議 資 料 で提 示 され て い る三 つの連結主体論 の基

本 的特徴 お よび相互 関係 を考察 し,さ らにわ が 国 の連 結 財 務 諸 表 原 則,ア メ

リカの連 結 会 計 基 準 に も論 究 す るこ ととす る。

II三 つの連結主体論の基本的特徴

FASBの 討議資料では,連 結主体論を経済的単0体 概念,親 会社概念およ

び比例連結概念の三つに分類 されている。そこでまず討議資料で分類 されて

いる三つの連結主体論の基本的特徴 を検討 してみる。

1経 済的単一体概念

経済的単一体概念は,従 来,実 体説 として知 られている連結主体論のこと

である。 これは単一の経営者によって企業集団全体が支配 されている点 を強

調する考え方である。 この考 え方によれば,親 会社あるいは子会社 それぞれ

の株主の所有権 に焦点を合わせ るというより個別の経済的実体 として企業そ

れ自体に焦点 を合わせ るのである。 この考 え方の特徴 は連結実体 それ自体 に

おかれている二つの別個のグループ としてみ られている支配会社 と非支配会
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の れ ん

公正価値

増 加 分

帳簿価額

図表1

F会 社純資 産の 認識

(親会社持分)(少数株主持分)

ミ

§

経 済的単 一体概 念

r会 社 純利 益の認 識

(親会村持分}(少数株}三持分)

収 益

費 用

純利益灘
蘂

(斜線の部分は連結財務諸表に含 まれる、,/

5)

社の各株主が連結実体 における請求権 をもっているとみることができる。 し

たがって,連 結財務諸表 は単一の集団 として事業活動を行っている親会社 と

　ラ

子会社について情報 を提供 しようとするものである。企業集団を構成 してい

る各実体の資産i負 債,収 益,費 用,利 得および損失が,連 結実体の資産,

負債,収 益,費 用,利 得および損失 となる。すべての子会社が完全所有の子

会社 である場合 を除いて,企 業の所有主持分は,親 会社の株主持分 と少数株

主持分 とに区別 され る。親社の株主持分 と少数株主持分はどちらも連結実体

の所有主集団を構成する。

この考 え方によると,連 結損益計算書 は親会社 と子会社の両社の収益 と費

用 を含む。親会社 と子会社は単一の実体 を構成 しているとみなされているた

めに,連 結純利益 は支配 ない し非支配会社株主 グループの間で配分 されてい

る結合 された数値である。
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図表2親 会社概念

子 会社純 資 産の認識 」二会社純利益 の認識

(親会社持分)(少数株}三持分)(親 会社持分)(少数株 主持分)

の れ ん

公正価値

増 加 分

帳簿価額

収 益

費 用

純利益

(斜線の部分 は連結財務諸表に含 まれ る。)

2親 会 社 概 念

親会社概念は,親 会社株主持分を重視する考え方である。その結果,連 結

財務諸表では親会社自体の株主持分に子会社純資産に対する未配分の親会社
7}

持分 を加 えたものが明 らかにされる。

この考 え方によると,連 結貸借対照表 は,本 質的には,子 会社に対する親

会社の投資 を,す べての子会社の資産お よび負債 に置 き換えて,親 会社の貸

借対照表 を修正 した ものである。 しかし,経 済的単一体概念 とは異なって,

少数株主持分は連結実体に対す る所有主持分 とは別の もの と考 えられるので,

親会社の株主持分は,連 結実体の株主持分 と等し くなる。 また,連 結損益計

算書は,本 質的には,子 会社 に対する投資か ら得 られる親会社の利益 を子会

社の収益,費 用,利 得および損失 に置き換 えて,親 会社の損益計算書を修正

した ものである。親会社概念は,親 会社 の貸借対照表および損益計算=書の一

項 目を複数項 目に置 き換えることにより,親 会社の財務諸表が親会社の全体

像 についてよ りよい情報 を提供 することを意図 している。 この考 え方では,
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の れ ん

公正価値

増 加 分

帳簿価額

図表3

r会 社純資 産 の認識

(親会杜持分)(少数株 主持分)

比例連結概念

収 益

費 用

純利益

子会社純 利益 の認識

(親会社持分)(少数株}三持分)

蕊、

、
"

　

慧(斜線の部分は連結財務諸表 に含 まれる、,)

少数株主持分 は負債 と資本の中間に表示 されることになる。 また,こ こでの

連結財務諸表の役割 は,親 会社個別財務諸表の代 りをなす ものである。

3比 例 連 結 概 念

比例連結概念は,子 会社の資産,負 債,収 益,費 用,利 得および損失の う
S)

ち親会社の株主持分に見合 う部分のみを連結財務諸表に含める考 え方である。

この考え方は財務報告に関する資本主理論 に由来するものであ り,親 会社の

所有主持分の見地か ら連結主体 を狭 く定義づけている。比例連結概念 によれ

ば}報 告実体 はなお親会社であ り親会社概念の場合 とその点では同じである

が,連 結財務諸表が報告するのは純資産の金額の うち親会社の所有主が直接

に受益持分 を有する資産,負 債,収 益,費 用,利 得および損失である点で親

会社概念 とは異なることとなる。すなわち,比 例連結概念の もとで連結財務

諸表が提供する情報 には,親 会社 自体の資産,負 債,収 益,費 用,利 得およ

び損失に,子 会社のそれぞれの項 目の うち親会社の持分比率 に見合 う部分が
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比 例 連 結 概 念

proportionate

consolidation

concept

少数株主

持分 を除

外する

図 表4連 結 主 体 論 の 用 語

親 会 社 概 念

parentcompany

concept

現行会計実務

経 済 的 単 一 体 概 念

economicunit

concept

トー一 一一一一一■

資本主説

proprietary

theory

親 会 社 説

parentcompany

theory

企業 グループ

において少数

株 主持分 を平

等 に取 り扱 う

実 体 説

entitytheory

追加 され,資 本および純利益 にっいては親会社概念 と同様親会社株主持分の

み となる。 この考 え方によると,少 数株主持分は認識 されない。少数株主は

完全に所有主集団か ら除外され るのである。 こうしたことか ら,比 例連結概

念は親会社概念の変形 または持分法の拡張であ り,最 も純粋な形態の親会社

概念である という見方 もある。

〔例 示 〕

P社 が19×1年1月1日 にS社 の議 決 権 株 式 の80%を96,000で 購 入 した と仮

定 す る。 当時S社 は資 産 を帳 …簿 価 額100,000,公 正 価 値120,000と 報 告 して い る。

公 正 価 値 と帳 簿 価 額 との差 額20,000に 関 わ る資 産 は耐 用 年 数10年 で あ る。19x1

年 度 にS社 は30,000の 純 利 益 を報 告 し,そ してP社 は200,000のP社 個 別 の 企 業

活 動 か らの利 益 を報 告 して い る。S社 の19×1年 の純 利 益 はP社 へ の商 品 の 内部

販 売 取 引 か ら生 じた未 実 現利 益4,000を 含 ん で い る。またiP社 の報 告 利 益 はS社

へ の 売上 か ら生 じた 未 実 現利 益1,000を 含 ん で い る。

〔解説〕

1.取 得時 に認識 され る純資産

この例 示 は,親 会社が公正価値(120,000×80%=96,000)の 子会社 の80%の 議

決権株 式 を買入 れ た もの と仮 定 している。資本主説が適用 される場合,子 会 社

(100,000×80%)に よって報 告 され る資産 の帳簿価額の親会社の部分 と公正価値

の増加分(20,000x80%)の 親会社 の部分 のみが連結財務 諸表に表示されること

になる。
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図 表5各 連 結 主 体 理 論 が 連 結 財 務 諸 衰 の作 成 に あ た え る影 響

項 目 資 本 主 説 親 会社 説 実 体 説 現 行 会 計

実 務

取 得 時 に認 識 され た子 会 社純 資産

の価 値

帳 簿 価 額

100,000×80%go,000

100,000×100%100 ,000100,000100,000

公 正 価 値 と帳簿 価 額 の差 額

2⑪,000×80%16,00016 ,00016,000

20,000×100%20 ,000

純 資 産 合 計96,000116,000120,000116 ,000

取 得 時 に認 識 され た非 支 配 持 分 額

貿入 差 額 の償 却額

内部売上 に関わ る未実現利益 の控除

親会社から子会社へ(ダウン・ストリーム)

1,000×80%

1,000x100/

子会社から親会社へ(アップ・ストリーム)

4,000xSO

4,000×goo%

連 結 純 利 益

非 支 配 持 分 へ配 分 され る利 益

20,00024,00020,000

1,6001,6002,0001,600

Sao

3,200

a

218,400

goo

x,200

a

218,400
d

6,000

1,00Q 1,000

4,0004,000
bc

223,000218,200
c{

4,005,200

Y!1it., バz

a.218,400==200 ,000十(30,000×80%)一 一1,600-800-3,200
ご　 　 Y1zバ.,

b.223,000-=XOO,000十30 ,()00‐2,40()‐1,000‐4,QOO
r　 zナ 　 ヨrrロ

c.218,zoo==(2⑪0,000-1,000)十(30 ,000-4,000)×80%一 一1,600

d.6,000e30}Ooox20%

rlヨrl ヒ
e .4,800=(30,000‐4,000)x20%‐400

rfユ
f.5,200==(30,000-4,000)×20%

注1.10年 に わ た って 定額 法 を適 用 して差額 を償 却

2.未 実 現 内部 利 益 の控 除
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親会社説 と実体説 はこれ ら両者が子会社(100,000)の 帳簿価額 の全額 を表示 す

る ことで資本主説 と相違することになる。親会社(20,000×80%)に よって買入

れ られた と仮定 され ている公正価値の増加額のみが親会社説の もとで連結貸借

対照表に表示 される。それに対 して,実 体説 は親会 社 によって買入れ られた部分

と非支配持分に帰属する部分の両方 とも認識する必要がある。か くして,差 額全

額,す なわ ち公正価値 が帳簿価額 を超過 した部分は実体説(20,000×100%)の も

とで認識 され る。

現行 の実務 は子会社の純資産全額 を認識す るにあたって親会社説の方法 と同

じである。

2.未 実現利益 の控除

一・般 に内部振替 利益 は親会社 あるいは子会社が外部 に営業品目を販売 した時

点で認識 されると考えられる。各連結主体理論 は営業品 目が期未以前 に再販売 さ

れていない場合,内 部売 上 に関わ る利益 の部 分の控除が必要 となる。資本主説な

いし親会社説の もとで控除 される未実現内部利益額は親会社の持分相当額であ

る。一方,実 体説 ない し現行実務 において は全額が控除される。

子会社の売上 と売上原価のうち親会社の部分のみが資本主説の もとでは連結

損益計算書 に表示 される。結果 として3,200(4,000×80%)が 連結会社 の利益 の

過大計上 を避iけるた めに控除 され なければな らない。未実現損益の持分相当額 も

また子会社に対 して親会社によって行われた販売の場合(ダ ウン ・ス トリーム)

に控除 され る。

資本主説 の もとで,非 支配持分 は支配持分 と独 立 している と考 えられている。

それ故に,非 支配 持分 に適合す る利益 の部分は未実現 とみなされ,控 除 され る必

要 はない。P社 か らS社 への売上 において,利 益1,000はP社 の営業活動 か らの利

益 に含め られ,80⑪ だ けが控除 され る。残額200は 外部へ の売上 か ら生 じた利 益 と

み なされる。

連結主体論における親会社説のもとでは,資 本主説 と違 って子会社 の収益 を売

上原価の全額が連結損益計算書に表示 される。部分所有 されている子会社 と親会

社の取引は非支配持分相当額が外部者 に関わるとみなされる。その売上が子会社

か ら親会社に対 してである(ア ップ ・ス トリーム)か 親 会社か ら子会社 に対 して

であ る(ダ ウン ・ス トリーム)か にかかわ らず3,200(4,000×80%)がS社 に よ

る売上 に関わ る未実現 とみ なされ,800(1,000×80%)がP社 に よる売上 に関わ

る未 実現 とみ なされる。
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親会社 と子会社の両方の収益 と費用の全額 もまた実体説の もとでは連結損益

計算書に含められ る。すべての株主は実体説の もとでは,企 業集 団にお いて同等

とみな され ているために,す べ ての内部取 引 と未 実現利 益 はいずれの関係会社が

販売者であるか,ま たいずれの関係会 社が購入者であるかにかかわ らず,控 除 さ

れな ければな らない。表で示 したようにS社 に よって記録 され ている未実現利益

4,000全 額 とP社 によって記録 されてい る1,000全 額が控除 され なければな らない。

現行の会計実務 は未実現内部利益の控除に関 しては実体説 を適用 している。未

実現利益 の金額 は一般 に販売側関係会社の持分相当額の利益 の控除 として処理

される。

3.連 結純利 益

連 結損益計 算書 で報 告 される純利益額 は算入 された子会社の純利益の部分や

購入差額の償却 に対する調整あるいは内部取引利益の控除 に依存する。

資本主説ないし親会社説の もとで,連 結純利 益 は親会社(2〔}0,000)の 営 業利益

と子会社(30,000×80%)の 報告 された純利益 の親 会社 の持分相当額の両者 を含

む。 しか し,利 益 は1,600(16,000÷10年)と いう差額 の償 却 によって減額 されな

ければならない。連結純利益 もまた未実現利益控除によって減額 されなければな

らない。したがって,実 現 された利益 のみが表示 され る。この例示において,親

会社 の未 実現利益 に関す る減額 は800(1,000×80%)で あ り,子 会社 未実現利 益

に関 す る減額 は3,200(4,000×80%)で ある。 したが って,連 結純利益 は218 ,400

である。

実体説 の方法 の も とで,連 結純利益 はすべ ての株 主 に対 する利益 を含んでい

る。 したがって,子 会社 の純利益全額 が親会社 の個別の営業利益 に算入され る。

連結純利益に到達す るにあたって,取 得時(20,000÷10年)の 帳簿価額 を超過

す る公正価値 が帳簿価額 を超過する差額全額の償却額である2 ,⑪00が減額 され ね

ばな らない。親会社(LOOO)と 子会社(4 ,000)の 両者 に関 わ る未 実現利 益の総

額 もまた控除 されなければな らない。連結純利益は223,000で あ る。

現行会 計実務 にお ける連 結純利益 は連結主体理論の三つの理論のいずれか と

厳密に準拠 して計算 されているのではない。親会社(200,000-1,000=199,000)

の 実 現 され た 営 業 利 益 と実 現 され た子会社 の純利 益 の親 会社 の持 分相 当額

[(30,000-4,000)x80%=20,800〕 が含 め られ る。 この金額 は当該差額の償却額

1,600に よって,親 会社(16,000÷10年)に よって支払 われた金額 に もとつ いて減

額 される。連結純利益 は218,200で ある。
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図表6連 結主体理論の相違による取得時連結貸借対照表作成への影響

項 目 資本主説 親会社説 実体説 現行会計実務

算入される子会 親会社の持分 全 額 全 額 全 額

社純資産の帳簿 相当額

価額

認識された差額

公正価値の増 親会社の持分 親会社の持分 全 額 親会社の持分

加分 相当額 相当額 相当額

の れ ん 実際の投資原 実際の投資原 全株式取得時 実際の投資原

価から確認可 価から確認可 の投資原価か 価から確認可

能な資産 ・負 能な資産 ・負 ら礁認可能な 能な資産 ・負

債割当額を差 債割当額を差 資産 ・負債割 債割当額を差

し引いた後の し引いた後の 当額を差し引 し引いた後の

借方額 借方額 いた後の借方 借方額

額

取得時に認識さ なにも認識 さ 子会社の帳簿 子会社の公正 子会社の帳簿

れる非支配持分 れない 価額の持分相 価値の持分相 価額の持分相

額 当額 当額 当額

子会社の純資産 なにも認識 さ 認識 し,子 会 認識し連結実 認識 し,原 則

に関わる非支配 れない 社簿価にもと 体の持分 とし として負債の

持分の請求権の づ き測 定 す る。 て測 定 す る。 部と資本の部

財務諸表処理 負債の部 と資 資本の部 の中間

(少数株主持分) 本の部の中間

4.非 支配持分

この例 示 はS社 の資産 の純 帳簿 価額 が19×1年1月1日 現在100,000で あ る と

仮 定 され てい る。非支配持分は資本主説のもとで作成 されている連結財務諸表か

ら完全に除外され る。親会社説の方法が適用される場合,非 支配持分 は外部 者 と

みなされ,報 告 され る会社純資産 ない し利益の持分相当額 を配分される。

実体説のもとで,非 支配持分 は子会 社純 資産100,000の 帳簿価 額 と19×1年1

月1日 にお ける公正価値 の増加分20,000の 両 者の全額が配分 され る。

19×1年 度 に 関 す る非 支 配 持 分 に配 分 され た利 益 は子 会 社[(30,000--

4,000)×20%=5,200〕 の未 実現利 益 を控除 した子会社 の報告 された純利益の持
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図表7連 結主体理論の相違による連結損益計算書作成への影響

項 目 資本主説 親会社説 実体説 現行会計実務
公正価値の増加 親会社持分 親会社持分 全 額 親会社持分
額 と償却 される 相当額 相当額 相当額
のれんの金額

控除される未実

現内部損益額

親会社から子 全額消去 全額消去
会社への売上 親会社負担 親会社負担
(ダ ウ ン ・ス ト

リ ー ム) 親会社持分 親会社持分
子会社から親 相当額消去 相当額消去 全額消去 全額消去
会社への売上 持分相当額 持分相当額
(ア ッ プ ・ス ト 負担 負担
リー ム)

連結純利益 とし 親会社から子 親会社から子 差額の償却 と 親会社から子
て認識 される金 会社への売上 会社への売上 内部売上の未 会社への売上
額 に関わる未実 に関わる未実 実現損益に対 未実現損益に

現損益に対 し 現損益に対 し する調整をと 対 して調整 さ
て調整 される て調整 される もなった親会 れた親会社個

親会社個別利 親会社個別利 社個別利益プ 別利益プラス
益プラス差額 益プラス差額 ラス子会社の 差額の償却と
の償却に対す の償却に対す 純利益 子会社から親
る調整 された る調整 された 会社への未実

子会社純利益 子会社純利益 現売上損益に
の持分相当額 の持分相当額 対する調整さ
と子会社か ら と子会社から れた持分相当

親会社への売 親会社への売 額
上 に関わる未 上 に関わ る未

実現損益 実現損益

連結損益計算書 なに も認識 さ 子会社純利益 差額の償却な 子会社から親
における非支配 れない の持分相当額 いし子会社か 会社への売上
持分相当利益 ら親会社への に関わる未実

売上未実現損 現損益の調整
益の控除の調 された子会社

整された子会 純利益の持分

社純利益の持 相当額

分相当額

非支配持分の損 なにも認識 さ 純利益の控除 純利益の内訳 一般 に純利益

益計算書での処 れない 項目 項目 控除項目
理
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分相当額にもとついている。購入差額[(20,000÷10年)×20%=400]の 償 却の持

分相 当額 もまた控 除 されなければな らない。

現在の会計実務では,連 結貸借 対照表 にお ける非支配持分に配分 される金額は

子会社の未実現利益を控除 した子会社の報告 された純資産の持分相 当額 に等 し

い。19×1年1月1日 にお ける非支配持分 の請求権 は20,000(100,000×20%)で

あ る。連 結 損益 計算 書 にお いて非支配持分 に対 して配分 され る利益 は子会社

[(30,000-4,000)×20%=5,200]の 未実現利 益 を修正 した子会社 の報告された

純利益の持分相当額である。

III各 連結 主体論 におけ る会 計処理

どの連結主体論 を適用す るかによって,連 結財務諸表の作成手続 は異なる

ことになる。 こうした相違 は,連 結の範囲,少 数株主持分の処理,会 社間取

引 と未実現損益の消去および連結のれんの処理などに認 められる。そこで,

FASB討 議資料 を手掛 りとして各連結主体論 による会計処理 を比較検討 し

てみる。

1連 結 の 範 囲

(1}経 済的単一体概念

経済的単一体概念では,親 会社が他の実体を支配す る能力 を有 しているこ

とが連結範囲の決定にとって重要である。議決権の過半数所有 は支配の唯0

の条件ではな く,契 約や リース等 によって も達成される(pars,123・139)と

ころに特徴がある。

② 親会社概念

親会社概念では,受 益持分の概念が きわめて重要である。受益持分 とは,

利益 を共有 し,配 当金を受領 し,株 式の転売 または資産の換金 によって,投

資を回収する権利 を意味する(par.10)。 た とえ親会社が子会社 を支配 してい

て も,受 益持分 を持たないな らば,子 会社 を連結す ることは適切 ではない
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(par.133>。 この受益持分 をどの程度所有 した場合 に連結すべ きかについて

は統一 された見解 はない。 しか し,親 会社概念 を支持する論者の多 くは過半

数所有 を連結の条件 としている。

(3)比 例連結概念

比例連結概念では,通 常,親 会社が他の法的実体の議決権 の過半数 を有 し

ていることが連結の条件 とされるが,例 えば30%～40%ま たはそれ以下の議

決権 しか有 していない場合であって も,親 会社が他の企業 を支配 していれば

連結の範囲に含 まれ ることがある。経済的単一体概念や親会社概念の場合 は,

ひ とたび連結の範囲に含 まれると子会社の資産 ・負債の全額が連結 され るこ

とになるので連結の条件 による影響が大 きいが,比 例連結概念の場合は
,親

会社の持分相当額のみが連結 されるので,連 結範囲の基準 をそれほど厳密に

考 えない見方 もある(pars.135・136)。

2少 数株主持分の処理

(1)経 済的単一体概念

経済的単一体概念では,少 数株主持分 は全体 としての経済的単一体の所有

主持分の一部で,親 会社の株主持分 と同様 の性質 をもつので,こ れ と同様 に

処理 される(par.fib)。 したがって,少 数株主持分 は,貸 借対照表上 は所有主

持分の一部 に分類 される(par.385)。 また,少 数株主持分に帰属 する損益

は,損 益計算上,純 損益の内訳項 目として処理 される。すなわち,損 益計算

書上の最終損益 は親会社の株主持分 と少数株主持分 との双方に帰属する損益

を表わ してお り,両 者への損益の配分 は,最 終損益のさらに後 に表示 される

ことになる(par,393)。

② 親会社概念

親会社概念では,少 数株主持分の性質は比較的明確な ものではない。少数

株主持分 は,現 金その他の資産 を支払 うべ き債務 ではないから負債ではな く,

また,子 会社の少数株主が親会社に対する持分 を有するわけではないから株
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主持分の一部で もない。少数株主持分 を「準負債」,す なわち負債の性質の一

部 と優先株式の性質の一部 を合わせ もつ とみな している(par.70)と いう見

方が存在す る。 したがって,少 数株主持分 は,貸 借対照表上,通 常は負債の

部 と株主持分(資 本)の 部 との間に表示され るが,負 債の部に表示 されるこ

ともある。損益計算上,少 数株主持分に帰属する損益 は,純 損益 を算定する

さいに控除されるのが一般的であ り,損 益計算書の最終損益 は親会社の株主

持分に帰属す る損益 を表す(pars.386・392)。

(3}比 例連結概念

比例連結概念では,少 数株主持分および これに帰属する損益 は連結財務諸

表か ら完全に除外 され る。

3会 社 間取 引 と未 実 現 損益 の 消 去

(1)経 済的単一体概 念

経 済 的 単 一 体 概 念 で は,会 社 間 取 引 は,資 産 が 同 一 実体 の 二 つ の=構成部 分

の間 を移 動 す る完 全 な 内部振替 とみな され,全 額 消 去 され る こ ととな る。 ま

た,会 社 間取 引 に よ る損 益 は,外 部 の 実 体 との取 引 に よ り実 現 され るまで は

未 実現 とみ なされ る。 したが って,親 会 社 が 子 会 社 に販 売 す る場 合(ダ ウ ン・

ス ト リー ム)に は未 実 現 損 益 は全 額 消 去 され,そ の 全 額 を親 会 社 が 負 担 す る

(par.315)。 子 会 社 が親 会 社 に販 売 す る場 合(ア ップ ・ス トリー ム)に は,未

実 現 損 益 は全 額 消 去 され,子 会 社 に対 す る持 分 比 率 に応 じて親会社 と少数株

主が それ ぞれ消去分 を負担 す る(par.321)。 した が って,連 結 の棚 卸 資産 は

原価 で 表 示 され る こ とにな る(par.77)。

(2>親 会社概念

親 会 社 概 念 で は,会 社 間 取 引 は,一 一部 は連 結 に さい して消 去 され るべ き内

部振替 とみ なされ,一 部 は親 会 社 と子 会 社 の少 数株 主 との交換取 引 とみな さ

れ る。 この後者 については,外 部 関係 者 へ の販 売 で あ るの で,連 結財 務 諸 表

で これ を認 識 す る こ とが必 要 とされ る(par.75)。
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しか し,親 会社概念の多数説によれば,ア ップ ・ス トリームの場合には,

会社間取引については全部消去 し,未 実現損益についてのみ親会社の株主持

分に帰属する部分を消去 し,残 りの部分 は少数株主持分か ら親会社への販売

で実現 した もの とみなす。連結棚卸資産 は
,子 会社の側での原価 と販売損益

の うちの少数株主持分帰属部分 と加算 した金額で表示 され る
。ダウン ・ス ト

リームの場合 にはi会 社間取引 と未実現損益の全額 を消去 し
,そ の全額を親

会社が負担する。

親会社概念の少数説 によれば,ア ップ ・ス トリームの場合には
,会 社間取

引および未実現損益の うち販売会社(子 会社)に 対する親会社の持分比率に

相当する金額 だけを消去 し,親 会社が この消去分 を負担する(par .78)。 ま

た,ダ ウン ・ス トリームの場合には,少 数株主持分 に帰属する損益 は親会社

か ら少数株主持分への販売で実現 した もの として認識する(par
.79)。

(3)比 例連結概念

比例連結概念では,会 社間取引および未実現損益 のうち親会社の持分比率

に相当する金額が消去 され る。すなわち,ダ ウン ・ス トリームの場合には,

未実現損益のうち購入会社(子 会社)に 対する親会社の持分比率に相当する

金額だけが消去 され,親 会社がこの消去分 を負担する(par .317)。 アップ.

ス トリームの場合 には,未 実現損益のうち販売会社(子 会社)に 対 する親会

社の持分比率に相当する金額だけが消去され,親 会社がこの消去分 を負担す

る(par.320)。

4投 資勘定 と資本勘定の相殺消去

(1)経 済的単0体 概念

単一取引により子会社の株主持分 を取得 した場合,経 済的単一体概念の も

とでは,子 会社の資産 および負債 は取得 日の公正価値で連結される
。 これに

は,子 会社の公正価値 に対する親会社の持分相当額 も少数株主持分相当額 も

含 まれる(par.82)。
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経済的単一体概念では,子 会社株式取得時 における連結のれんの解釈 に,

全部のれん説 と買入れのれん説がある(par.83)。 全部のれん説 は,子 会社へ

の投資額か ら推定 される子会社の評価額 と,子 会社の資産,負 債の公正価値

との差額 を連結のれん と解釈す るものである。 したがって,こ の場合ののれ

んには,親 会社の株主持分 に見合 うのれんだけでな く,少 数株主持分 に見合

うのれん も含 まれる。

買入れのれん説は,親 会社による子会社への投資勘定 と・子会社純資産の

公正価値 に対する親会社の比例的持分 との差額 を連結のれん と解釈するもの

である。 この場合,の れんには少数株主持分 に見合 う部分 は含 まれない。 こ

の解釈の基礎には,親 会社 によって支払われた金額 には子会社に対す る支配

権 を獲 得 す るた めの 「プ レ ミア ム」が 含 まれ る とい う考 え方 が あ る

(par.83}o

負 ののれんは個々の資産および負債 とは別個の単0金 額 として認識 され,

子会社全体の価値 に対する評価勘定 とされる。経済的単一体概念の主張者の

なかには,格 安な価格で購入 した ことが明 らかな場合 に,負 ののれんを取得

時に利益 として認識すべきであると考えるものもいる(par.89)。

子会社 を取得 した後に子会社株式 を追加取得 した場合,子 会社の資産およ

び負債は,支 配権獲得時の公正価値で連結に含められ る。 また,こ の時に支

配権獲得のために親会社が支払った金額から推定 される子会社の評価額に基

づいてのれんが決定 され る。経済的単0体 概念では,子 会社の支配権 を獲得

した時にそのすべての資産および負債 を取得 した と考 えるのである。支配権

が獲得 されると,子 会社 に対す る少数株主持分 は経済的単一体の持分の一部

となるのである(par.91)。

② 親会社概念

単一取引により子会社 を取得 した場合,親 会社概念では・子会社の資産お

よび負債 は,取 得 日における子会社の公正価値 に対する親会社の株主持分に

相当す る金額 と,子 会社の帳簿価額 に対する少数株主持分に相当する金額 を
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加 えた金額で連結に含 まれる。

連結のれんは,親 会社の子会社への投資勘定 と,子 会社の資産および負債

の 公 正価 値 に対 す る親 会 社 の 比 例 持 分 との 差 額 と して 認 識 され る

(par.81}o

負ののれんは,投 資有価証券 を除いた非流動資産 に対する評価勘定 とされ,

非流動資産 の価値がゼロになるまで非流動資産から控除 される。負ののれん

が非流動資産を超過する場合の超過額 は繰延貸方項 目とされる。

子会社を取得 した後に子会社株式を追加取得 した場合,各 追加取得が別々

の取引 とされ,各 追加取得時の子会社の公正価値 に対す る持分 とのれんが認

識 される。 これ らの追加取得は,支 配権獲得後 に合算 され,連 結に含 まれる。

少数株主持分 は}子 会社の帳簿価額に対する持分相当額で処理れ,取 得 日の

公正価値やのれんに影響 されない(par.97)。

(3)比 例連結概念

単0取 引 によって子会社を取得 した場合,比 例連結概念では,子 会社の資

産および負債 は,取 得 日における子会社の公正価値 に対する親会社の株主持

分に相当する金額で連結 に含 められる。

親会社概念の場合 と同様,連 結のれんは,親 会社の子会社への投資勘定 と

子会社の公正価値に対する親会社の比例的持分 との差額 として認識 される。

子会社の資産および負債 は,そ れ らの公正価値 に対す る親会社の比例的持分

相当額で連結に含める。ただし,子 会社の資産 および負債に対する少数株主

の比例的持分相当額 は含められない(par.116)。

負ののれんは,親 会社概念の場合 と同様 に,投 資有価証券 を除いた非流動

資産 に対する評価勘定 とされ,非 流動資産の価値がゼロになるまで非流動資

産から控除 される。負ののれんが非流動資産 を超過する場合の超過額 は繰延

貸方項 目とされる。

子会社 を取得 した後 に子会社株式 を追加取得 した場合の処理は,親 会社概

念の場合 と同様である。
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IV連 結財務諸表原則 と連結主体論

わが国の連結会計基準である連結財務諸表原則 と連結主体論 との関係 を,

連結の範囲,少 数株主持分の処理,会 社間取引 と未実現損益の消去および投

資勘定 と資本勘定の相殺消去について検討 してみる。

1連 結 の 範 囲

わが国の連結財務諸表原則では,「親会社 は,原 則 としてすべての子会社 を

連結の範囲に含めなければならない」(連 結原則第三 ・一 ・1)と され,親 会

社 と子会社は次の ように定義 されている。「親会社 とは,他 の会社 における議

決権の過半数を実質的に所有 している会社 をいい,子 会社 とは,当 該他の会

社 をいう。」(連 結原則第三 ・一 ・2)し たがって,連 結の範囲は持株基準に

よって決定 される。 これは親会社概念 と一致する。

2少 数株主持分の処理

少数株主持分 とは,子 会社の資本勘定のうち親会社の持分に属 さない部分

である(連 結原則第四 ・三 ・1)。 少数株主持分 は貸借対照表上 は流動負債,

固定負債 とともに負債の部 に区分 して記載 され る(連 結原則第四 ・六 ・1)。

これは親会社概念の少数説 と一致す る。 また,少 数株主持分損益 は損益計算

上 は純損益計算 において加減 され る(連 結原則第五 ・四 ・1)。 これは親会社

概念 と一致する。

3会 社間取引 と未実現損益の消去

連結会社相互間の債権 と債務および商品の売買その他の取引にかかる項 目

は,連 結決算上消去 されなければな らない(連 結原則第四 ・四,第 五 ・二)。

これは経済的単0体 概念および親会社概念の多数説 と一致する。
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連結会社相互間の取引によって取得 した棚卸資産,固 定資産その他の資産

に含 まれる未実現損益 は,消 去 しなければならない。ただし,固 定資産 に含

まれる未実現損益が僅少な場合 には,こ れを消去 しないことができる(連 結

原則第五・三)。 連結財務諸表原則では,未 実現損益 の消去方法 までは示され

てお らず,選 択 した 方法を注記す ることのみを要求 している(連 結原則第七・

3(2))。

日本公認会計士協会が公表 した 「連結財務諸表作成要領」によれば,ダ ウ

ン ・ス トリームの場合には,そ の売買損益 は親会社 に計上 され るので}未 実

現損益 を全額消去 し,か つ,そ の全額 を親会社株主が負担する方法(全 額消

去 ・親会社負担方式)が 適用 される。 これは親会社概i念の少数説 と一致する。

また,ア ップ ・ス トリームの場合 には,未 実現損益 を全額消去 し,親 会社株

主 と少数株主 とがそれぞれ持分比率 に応 じて消去 を負担する方法(全 額消

去 ・持分比率負担方式)と,親 会社株主の持分比率に相当す る金額だけを未

実現損益 として消去(部 分消去)し,親 会社株主が この消去分 を負担する方

法(親 会社の株主持分相当額消去方式)の いずれかが適用 され る。 このうち,

前者は経済的単一体概念 と一致 し,後 者 は親会社概念の多数説 と一致する。

4投 資勘定 と資本勘定の相殺消去

子会社の資産 および負債は,子 会社の個別貸借対照表の金額 を基礎 とし,

連結される(連 結原則第四・一)。 この規定か ら判断する と,子 会社の公正価

値 を基礎 としていない点で,必 ず しも親会社概念をとっているとはいえない。

親会社の子会社に対す る投資勘定 とこれに対応す る子会社の資本勘定 を相

殺消去するにあた り,親 会社の投資勘定 と当該子会社の資本勘定 に占める親

会社の持分額 との問に差額がある場合 には,当 該差額は連結調整勘定 として

表示される。ただ し,当 該差額 について容易に原因分析ができる場合には,

これは適当な科目に振 り替 えられる(連 結原則第四 ・二 ・2)。 原因分析 をす

ることを前提 とするならば,子 会社の公正価値 を基礎 としていることになる
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ので,親 会 社 概 念 に よ る処 理 と一 致 す る と考 え られ る。

Vア メ リカにおける連結会計基準 と連結主体論

アメ リカの連結会計実務 を規制 している連結会計基準において,連 結範囲,

少数株主持分の処理,会 社間取引 と未実現損益の消去および投資勘定 と資本

勘定の相殺消去な どの事項 と連結主体論 との関係 を検討 してみる。

1連 結 の 範 囲

財務会計基準書(SFAS)第94号 「すべての過半数所有子会社の連結」によ

ると,「支配的な財政持分 を有す るための通常の条件 は,過 半数の議決権持分

を有することである。 したがって一般原則 としては,一 つの会社が他の会社

の社外発行済議決権株式の うち50%を 超 えて直接 または間接 に所有すること
9)

が,連 結 を行 わ しめ る条件 で あ る。」(par.13)。

した が って,こ の連 結 の 条 件 の 記 述 か ら判 断 す るな らば,連 結 の 範 囲 は持

株 基 準 に よ って決 定 され る ことにな り,親 会 社 概 念 と一 致 す る。

2少 数株主持分の処理

会計調査公報(ARB)第51号 「連結財務諸表」は,少 数株主持分の処理 に
1())

ついて明確な説明はない。支配的な会計実務では,少 数株主持分 は貸借対照

表の負債の部 と株主持分(資 本)の 部 との間に表示 されるが,負 債 として表

示 されることもある。現行実務では,少 数株主持分が株主持分の一部 として
11)

表示 されることはまれである。損益計算書では純損益 を算定するさいに控除
12)

され るのが一般 的で ある。

この こ とか ら,ア メ リカで は,少 数 株 主 持 分 は通 常 は親 会 社 概 念 と一致 す

るが,時 として経 済 的 単 一体 概 念 と一 致す るこ ともあ る。
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3会 社間取引 と未実現損益の消去

ARB第51号 によれば,会 社相互間の残高 と取引は消去 されなければなら
13}

ない。 これは経済的単一体概念 および親会社概念の多数説 と一致する。

ARB第51号 ではiア ップ ・ス トリームとダウン・ス トリームの区別 はなさ

れず,原 則 として未実現損益を全額消去 し,子 会社 に対する親会社の持分比
14)

率 と少数株主の持分比率 に応 じてそれぞれ消去分 を負担することとされ る。

これは経済的単一体概念 と一致するとみてよいであろう。

4投 資勘定 と資本勘定の相殺消去

子会社の識別可能 な資産お よび負債については,そ れ らの公正価値 に対す

る親会社の比例的持分相当額で連結 されるか,あ るいは少数株主持分 を含め

たそれらの公正価値で連結される。後者の方法 は会計原則審議会(APB)意
15)

見書第16号 により支持 されている。 この場合,前 者 は親会社概念 と一致 し,

後者は経済的単一体概念 と一致する。

連結のれんは,親 会社の子会社株式勘定 と子会社の識別可能な資産および

負債の純公正価値 に対す る親会社の比例持分 との差額 に等 しい金額で認識 さ

れ る。 これは親会社概念 と一致する。

APB意 見書第16号 によれば,負 ののれんは,非 流動資産の控除 として認識

され,そ の割当額は非流動資産の価値がゼロになるまで非流動資産か ら控除

される。負ののれんの残余は繰延貸方項 目とされる(par.91)。 これ も親会社

概念 と一致する。 噸

VIむ す び

FASBの 討議資料を手掛 りにして三つの連結主体論 の考 え方 を考察 して

きた。 また,日 本やアメリカにおける連結会計基準 と連結主体論の関係 も検

討 して きた。日本やアメリカの連結会計基準は,少 数株主持分が株主持分(資
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本)の 部に表示 されないこと,少 数株主損益が当期純利益を算定するにあた

って控除 されないこと,少 数株主持分に見合 う連結のれんが認識 されないこ

とといった理由から基本的には親会社概念 に基づいた もの といえる。

しか し,会 社間取引および未実現損益の消去については,必 ず しも親会社

概念 と一致 しているわけではない。わが国では,未 実現損益の消去について

は,親 会社の株主持分相当額消去方式よりも全額消去 ・持分比率負担方式お
16)

よび全額消去 ・親会社負担方式が とられる場合が多いのである。すなわち,

未実現損益の消去については経済的単一一体概念に基づ く処理が一般にとられ

ている。 また,ア メ リカでは,未 実現損益 は原則 として全額消去され,部 分

消去は認 められていない。 したがって,未 実現損益の消去については,経 済

的単一体概念 と一致する処理が要求 されているといえる。

このように各連結主体論 に基づいて会計処理を検討 してみると,現 行の連

結会計基準および実務が,特 定の連結主体論か ら演繹 される会計処理 とは必

ず しも首尾一貫す るものではない ことが明 らか となる。 したがって,あ る特

定の連結主体論 に基づいて連結会計基準 を説明することは不可能であるとい

える。従来,連 結会計基準は,主 として実務上の必要性か ら設定 されてきた

ため,連 結主体論の立場 からみれば論理が一貫 しない部分が どうして も存在

して くるわけである。われわれは今後連結財務諸表 に係る検討課題の理論的

解明 を試みるために,連 結主体論その ものを厳密 に検討するとともに,そ れ

との関連で連結会計基準 を再吟味することが必要である。

なお,紙 幅の関係で国際会計基準にふれなかったが,こ の点については別

の機会 にとりあげてみたい。
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